
 差引当期末

 当期償却額  当期減損額  残　　　高

ソ フ ト ウ ェ ア       1,405,537,637       187,543,775        23,220,000     1,569,861,412     1,024,525,799        193,293,805             -             -         545,335,613

ソフトウェア仮勘定                   -         2,117,500                 -         2,117,500                 -                  -             -             -           2,117,500

電 話 加 入 権           8,064,000                 -                 -         8,064,000                 -                  -     4,032,000             -           4,032,000

計       1,413,601,637       189,661,275        23,220,000     1,580,042,912     1,024,525,799        193,293,805     4,032,000             -         551,485,113

権 利 金         121,646,393                 -        14,387,486       107,258,907        43,713,096          2,269,476             -             -          63,545,811

退 職 給 付

引 当 金 見 返
      2,655,844,629       206,815,863        68,674,041     2,793,986,451                 -                  -             -             -       2,793,986,451

そ の 他              79,000             3,000               500            81,500                 -                  -             -             -              81,500

計       2,777,570,022       206,818,863        83,062,027     2,901,326,858        43,713,096          2,269,476             -             -       2,857,613,762

- 1,683,745

合　　計 1,726,975 1,683,745 - 1,726,975 - 1,683,745

貯 蔵 品 1,726,975 1,683,745 - 1,726,975

注３．  工具器具備品の当期増加額の主な要因は、系統連携対応回生型直流充放電装置67,100,000円の取得などによるものです。

２　棚卸資産の明細

［単位：円］

種  類 期 首 残 高

当　期　増　加　額 当　期　減　少　額

期 末 残 高 摘　要当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

注４．  工具器具備品の当期減少額の主な要因は、分子間相互作用測定装置15,886,500円の除却などによるものです。

注２．  建物の当期減少額の主な要因は、電燈設備68,316,367円の除却などによるものです。

注１．  建物の当期増加額の主な要因は、国際標準・認証拠点整備事業多目的中型実験棟1,927,621,615円の建設などによるものです。

資　産　の　種　類  期 首 残 高  当期増加額  当期減少額  期 末 残 高
 減 価 償 却 累 計 額  減 損 損 失 累 計 額

 摘要

無形固定資産

投資その他の資産
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